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一 般 社 団 法 人 西 新 井 法 人 会 定 款

第 １ 章 総 則

(名 称)

第１条 この法人は、一般社団法人西新井法人会（以下「本会」という）と称する。

(事務所)

第２条 本会の主たる事務所は、東京都足立区に置く。

第 ２ 章 目的及び事業

(目 的)

第３条 本会は、税知識の普及、納税意識の高揚に努め、税制・税務に関する提言を行

い、もって適正・公平な申告納税制度の維持・発展と税務行政の円滑な執行に

寄与すると共に、地域企業と地域社会の健全な発展に貢献することを目的とす

る。

(事 業)

第４条 本会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業及び活動を行う。

（１） 税知識の普及を目的とする事業

（２） 税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業

（３） 地域企業の健全な発展に資する事業

（４） 地域社会への貢献を目的とする事業

（５） 会員の交流に資するための事業

（６） 会員の福利厚生等に資する事業

（７） その他本会の目的を達成するために必要な事業

２ 前項の事業は、おもに西新井税務署管内において行うものとする。



第 ３ 章 会 員

(会 員)

第５条 本会の会員は、西新井税務署管内に所在する法人、法人の事務所又は個人で、

本会の目的及び事業に賛同して入会した者とする。

２ 前項の会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員とす

る。

(入 会)

第６条 本会に入会しようとする者は、理事会において別に定める所定の申込手続によ

り入会することができる。

(会員の権利義務)

第７条 会員は、本会の事業活動につき、この定款及び総会の決議に従う義務を負うも

のとする。

(資格の喪失)

第８条 会員は、次のいずれかに該当するに至ったときは、その資格を失う。

（１）正当な理由がなく会費を２年以上滞納したとき

（２）退会

（３）解散又は事務所の閉鎖

（４）死亡

（５）除名

（６）総会員の同意があったとき

(退 会)

第９条 本会を退会しようとする者は、理事会において別に定める所定の退会手続によ

り、任意にいつでも退会することができる。



(除 名)

第１０条 会員が次のいずれかに該当するに至ったときは、総会の決議によって当該会

員を除名することができる。

（１）本会の定款又は規則に違反したとき

（２）本会の名誉を毀損し又は本会の目的に反する行為があったとき

（３）その他除名すべき正当な事由があるとき

(会 費)

第１１条 会員は、総会において別に定めるところにより、会費を納入するものとする。

２ 既納の会費は、原則としてこれを返還しない。

(会員名簿)

第１２条 本会は、理事会において別に定める様式により会員名簿を作成し、主たる事務

所に備え置くものとする。

２ 前項の会員名簿は、会員に異動を生じた都度、これを訂正するものとする。

第 ４ 章 総 会

(種類及び構成)

第１３条 総会は、定時総会及び臨時総会とし、いずれも会員の全員をもって構成する。

２ 前項の総会をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員総会

とする。

(権 限)

第１４条 総会は、次の事項を決議する。

（１）会員の除名

（２）理事及び監事の選任又は解任

（３）貸借対照表及び損益計算書(正味財産増減計算書)の承認

（４）定款の変更

（５）解散及び残余財産の処分

（６）その他総会で決議するものとして法令又は定款で定められた事項



(開 催)

第１５条 定時総会は、毎年１回事業年度終了後３箇月以内に開催する。

２ 臨時総会は、必要に応じて随時開催する。

(招 集)

第１６条 総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき会長が招

集する。

２ 総会員の議決権の５分の１以上の議決権を有する会員は、会長に対し、総会の

目的である事項及び招集の理由を示して、総会の招集を請求することができる。

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的である事項を記載した書面を

もって、開催日の２週間前までに通知しなければならない。

(議 長)

第１７条 総会の議長は、会長がこれに当たる。

(議決権)

第１８条 総会における議決権は、会員１名につき１個とする。

(決 議)

第１９条 総会の決議は、総会員の議決権の過半数を有する会員が出席し、出席した会員

の議決権の過半数をもって行う。

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、総会員の半数以上であって、総会員の

議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う。

（１）会員の除名

（２）監事の解任

（３）定款の変更

（４）解散

（５）その他法令で定められた事項

(書面表決等)

第２０条 総会に出席できない会員は、あらかじめ通知された事項について書面をもって

表決し、又は他の会員を代理人として表決を委任することができる。



２ 前項の場合における前条の規定の適用については、その会員は出席したものと

みなす。

３ 理事又は会員が総会の決議の目的である事項について提案した場合に、その提

案について会員の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき

は、その提案を可決する旨の総会の決議があったものとみなす。

(議事録)

第２１条 総会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、議長及び

出席した理事のうちから選出した議事録署名人２名が署名又は記名押印しなけ

ればならない。

第 ５ 章 役 員 等

(種類及び定数)

第２２条 本会に次の役員を置く。

（１）理事 ３５名以上７０名以内

（２）監事 ３名以内

２ 理事のうち、１名を会長、１０名以内を副会長とし、２０名以内を常任理事と

することができる。

３ 前項の会長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代表理事

とし、副会長をもって同法第９１条第１項第２号に規定する業務執行理事とす

る。

(選任等)

第２３条 理事及び監事は、総会においてこれを選任する。

２ 会長、副会長及び常任理事は、理事会の決議に基づきこれを選定する。

(理事の職務権限)

第２４条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより職務を執行

する。



２ 会長は、法令及びこの定款で定めるところにより、本会を代表し、その業務を

総括執行する。

３ 副会長は会長を補佐して本会の業務を執行する。また、会長に事故あるとき、

又は会長が欠けたときは、その業務執行に係る職務を代行する。

４ 会長、副会長は、事業年度毎に４箇月を越える間隔で２回以上、自己の職務の

執行状況を理事会に報告しなければならない。

(監事の職務権限)

第２５条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を

作成する。

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、本会の業務及

び財産の状況を調査することができる。

(役員の任期)

第２６条 役員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時総会の終結の時までとし、再任を妨げない。

２ 補欠のため選任された役員の任期は、前項の規定に関わらず、前任者の残任期

間とする。

３ 役員は、第２２条に定める定数に足りなくなる時は、辞任又は任期満了後にお

いても、新たに選任された者が就任するまでは、その権利義務を有する。

(解 任)

第２７条 理事及び監事は、総会の決議により解任することができる。

(報酬等)

第２８条 役員は無報酬とする。

２ 役員には、その職務を行うために要する費用の支払をすることができる。

(責任の免除)

第２９条 この法人は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１１１条第１項の

役員の損害賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、理事会

の決議によって、損害賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して

得た額を限度として、免除することができる。



(顧問及び相談役)

第３０条 本会に、任意の機関として、若干名の顧問及び相談役を置くことができる。

２ 顧問及び相談役は、理事会において選任又は解任する。

３ 顧問及び相談役は、本会の業務執行上の重要な事項について会長の諮問に応じ、

会長に対して意見を述べることができる。

４ 顧問及び相談役は無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用の

支払をすることができる。

第 ６ 章 理 事 会

(構 成)

第３１条 本会に理事会を置き、理事の全員をもって構成する。

(権 限)

第３２条 理事会は、この定款に別段の定めがあるもののほか次の事項を決議する。

（１）本会の業務の執行の決定

（２）理事の職務の執行の監督

（３）会長、副会長及び常任理事の選定及び解職

(招 集)

第３３条 理事会は、会長が招集する。

２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、副会長が理事会を招集する。

(議 長)

第３４条 理事会の議長は、会長がこれに当たる。

(決 議)

第３５条 理事会の議事は、この定款に別に定めるものを除き、議決に加わることができ

る理事の過半数が出席し、その過半数をもって決する。



２ 前項の規定にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第９６

条の要件を満たしたときは、理事会の決議があったものとみなす。

(議事録)

第３６条 理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成し、出席し

た会長及び出席した監事が署名又は記名押印しなければならない。

第 ７ 章 正副会長会及び常任理事会

(正副会長会)

第３７条 正副会長会は、会長及び副会長をもって構成する。

２ 正副会長会は、役員人事その他本会の運営に関する重要事項について審議し、

理事会に参考意見を表明する。

３ 正副会長会の運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるところ

による。

(常任理事会)

第３８条 常任理事会は、会長、副会長及び常任理事をもって構成する。

２ 常任理事会は、本会の運営に関する事項のうち、理事会の決議により付議され

た事項について審議し、理事会に参考意見を表明する。

３ 常任理事会の運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるところ

による。

第 ８ 章 委 員 会 等

(委員会)

第３９条 本会の事業を推進するため、任意の機関として、理事会の決議により委員会を

設けることができる。



２ 委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めると

ころによる。

(部 会)

第４０条 本会の事業を推進するため、任意の機関として、理事会の決議により部会を設

けることができる。

２ 部会の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるとこ

ろによる。

(ブロック及び支部)

第４１条 本会は、事業の円滑な推進を図るため、任意の機関として、理事会の決議によ

りブロック及び支部を設けることができる。

２ ブロック及び支部の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別

に定めるところによる。

第 ９ 章 事 務 局

(事務局)

第４２条 本会の事務を処理するため、事務局を設置する。

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。

３ 重要な職員は、理事会の決議に基づき会長がこれを任免する。

４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めると

ころによる。

第 １ ０ 章 資産及び会計

(事業年度)

第４３条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。



(剰余金の処分)

第４４条 本会は剰余金の分配を行わない。

(事業計画及び収支予算)

第４５条 本会の事業計画書、収支予算書については、事業年度開始の日の前日までに会

長が作成し、理事会の承認を受けねばならない。これを変更する場合も同様と

する。

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度の終了までの間備え置

くものとする。

(事業報告及び決算)

第４６条 本会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を作

成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。

（１）事業報告

（２）事業報告の附属明細書

（３）貸借対照表

（４）損益計算書（正味財産増減計算書）

（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書

（６）財産目録

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類に

ついては、定時総会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、そ

の他の書類については承認を受けなければならない。

３ 第１項の書類及び監査報告を主たる事務所に５年間備え置くとともに、定款を

主たる事務所に備え置くものとする。

第 １ １ 章 定款の変更及び解散

(定款の変更)

第４７条 この定款は、総会の決議によって変更することができる。



(解 散)

第４８条 本会は、総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。

(残余財産の処分)

第４９条 本会が清算する場合において有する残余財産は、総会の決議を経て、公益社団

法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条１７号に掲げる法人又は国

若しくは地方公共団体に贈与するものとする。

第 １ ２ 章 公告の方法

(公 告)

第５０条 本会の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する。

附 則

１ この定款は一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１

２１条第１項において読み替えて準用する同法第１０６条第１項に定める一般法人

の設立の登記の日から施行する。

２ 本会の最初の代表理事は堀口 宗弘とする。

３ 一般社団及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１２１条第１項に

おいて読み替えて準用する同法第１０６条１項に定める特例民法法人の解散の登記

と、一般法人の設立登記を行ったときは、第４３条の規定にかかわらず、解散の登

記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。
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松岡隆司 谷在家皿沼支部長

小山　豊 鹿浜支部長

林　俊二 堀之内椿江北支部長

神林京子 江北支部長

川名一重 扇支部長

小澤榮男 本木支部長

欠塚勝郎 関原支部長

汲田浩昭 西新井本町支部長

茂木芳治 興野支部長

福永誠二 梅島支部長

吉田誠一 梅田第一支部長

松本一郎 梅田第二支部長

諏訪法和 新田支部長

坂田和夫 宮城支部長

渡部淳一 小台支部長

影山幸一郎 総務副委員長

池田達也 財務副委員長

山﨑純德 税制副委員長

永田一雄 広報副委員長

高橋光子 研修副委員長

田中正憲 厚生副委員長

野口松一郎 サービス事業副委員長

髙橋康文 社会貢献副委員長

跡部和巳 源泉副部会長

青木崇憲 青年副部会長

八木冨美子 女性副部会長

星野賢治監事 監事

渡辺善吉 監事

※当会役員は全員、非常勤です。尚、国家公務員出身者はおりません。



一般社団法人 西新井法人会 会員数

令和元年５月２４日時点 ５,５３４社





貸 借 対 照 表
平成 3 1 年 3 月 3 1 日現 在

I 　資産の部

1.流動資産

2.固定資産

（1）基本財産

（2）特定資産

（3）その他固定資産

定期預金

基 本 財 産 合 計

什器備品購入積立預金

建物減価償却引当預金

建物

建物付属設備

構築物

什器備品

土地

電話加入権

ソフトウェア

出資金

現金預金 17,108,758

17,108,758

5,000,000

5,000,000

3,559,000

17,526,351

21,085,351

59,977,421

4,673,757

1

393,211

245,141,299

240,491

724,500

30,000

311,180,680

337,266,031

354,374,789

14,484,643

14,484,643

5,000,000

5,000,000

3,559,000

27,144,641

30,703,641

63,889,045

5,240,184

1

315,087

245,141,299

240,491

1,593,900

30,000

316,450,007

352,153,648

366,638,291

2,624,115

2,624,115

0

0

0

-9,618,290

-9,618,290

-3,911,624

-566,427

0

78,124

0

0

-869,400

0

-5,269,327

-14,887,617

-12,263,502

科　　　　目 当 年 度 前 年 度 増 減

（単位：円）

流 動 資 産 合 計

そ の 他 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

特 定 資 産 合 計



947,774

155,300

1,103,074

65,463,470

70,000

65,533,470

66,636,544

0

0

0

287,738,245

287,738,245

5,000,000

21,085,351

287,738,245

354,374,789

780,020

371,200

1,151,220

71,506,954

70,000

71,576,954

72,728,174

0

0

0

293,910,117

293,910,117

5,000,000

30,703,641

293,910,117

366,638,291

167,754

-215,900

-48,146

-6,043,484

0

-6,043,484

-6,091,630

0

0

0

-6,171,872

-6,171,872

0

-9,618,290

-6,171,872

-12,263,502

科　　　　目 当 年 度 前 年 度 増 減

（単位：円）

一 般 正 味 財 産 合 計

（うち基本財産への充当額）

（うち特定資産への充当額）

正 味 財 産 合 計

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

II　負債の部

III　正味財産の部

1.流動負債

2.固定負債

1.基金

2.指定正味財産

3.一般正味財産

仮受金

長期借入金

基金

指定正味財産合計

（1）代替基金

（2）その他一般正味財産

預り金

未払法人税等

流 動 負 債 合 計



平成 3 0年度 正味財産増減計算書
自  平 成 3 0 年 4 月 1 日～ 至  平 成 3 1 年 3 月 3 1 日

 一般正味財産増減の部I
1．経常増減の部
（1）経常収益

(2) 経常費用

基本財産運用益
　基本財産受取利息
受取会費
　一般受取会費
　部会受取会費
事業収益
　研修事業収益
　広告事業収益
　簡易保険取扱手数料収益
　東京都中小企業共済手数料収益
　厚生事業委託収益
　会館賃貸収益
　複写機事業取扱手数料収益
　特別団体保険収益
　通信回線代行収益
　E T C取扱手数料
受取補助金等
　受取全法連助成金
　受取東法連助成金
受取負担金
　受取負担金
業務委託収益
　業務委託収益
雑収益
　受取利息
　雑収益
　損保協力謝金
　簡保受取利息

500
500

54,301,152
52,125,152
2,176,000
32,145,807
21,068,762
2,681,000
506,416
714,229
1,126,000
3,532,000
1,654,039
396,093
142,668
324,600

18,145,263
16,560,900
1,584,363
3,931,244
3,931,244
450,000
450,000
2,705,744

3,325
2,477,049
225,366

4
111,679,710

117,696,282
25,929,188
4,994,567
27,912,616
324,591

15,411,065
950,561
612,329
1,606,203
5,546,023
1,024,782
6,642,315
6,231,431
1,602,322

500
500

54,744,500
52,632,500
2,112,000
29,890,710
19,085,763
2,547,000
742,370
900,445
796,850
3,716,260
1,659,695
352,795
89,532

0
18,477,905
16,913,000
1,564,905
4,084,050
4,084,050
450,000
450,000
3,329,785

3,940
3,120,587
205,250

8
110,977,450

108,807,852
25,653,828
4,536,703
27,068,378
341,000

13,752,745
894,190
561,260
1,733,845
5,589,020
941,973
3,009,159
5,753,584
1,594,725

0
0

-443,348
-507,348
64,000

2,255,097
1,982,999
134,000
-235,954
-186,216
329,150
-184,260
-5,656
43,298
53,136
324,600
-332,642
-352,100
19,458
-152,806
-152,806

0
0

-624,041
-615

-643,538
20,116

-4
702,260

8,888,430
275,360
457,864
844,238
-16,409

1,658,320
56,371
51,069
-127,642
-42,997
82,809

3,633,156
477,847
7,597

事業費
　給料手当
　福利厚生費
　会議費
　研修費
　旅費交通費
　旅費交通費共通
　通信運搬費
　共通通信運搬費
　減価償却費
　消耗品費
　修繕費
　印刷製本費
　光熱水料費

経 常 収 益 計



　賃借料
　保険料
　諸謝金
　租税公課
　租税公課2
　諸会費
　支払利息
　委託費
　広告宣伝費
　渉外費
　慶弔費
　表彰費
　リース料
　新聞図書費
　支払手数料
　顧問料
　雑費

固定資産除却損
　建物除却損
　什器備品除却損
経常外費用計
　当期経常外増減額

受取補助金等
　受取全法連助成金
一般正味財産への振替額
　一般正味財産への振替額

1,559,259
709,156
667,200
1,925,662
1,197,600
358,500
670,228
2,312,354
656,488
1,189,184
1,036,456
1,772,172
2,237,014
98,633

1,172,361
972,000
374,022

117,696,282
-6,016,572

0
-6,016,572

0

0
0
0
0
0

-6,016,572
155,300

-6,171,872
293,910,117
287,738,245

1,559,259
780,236
660,000
1,912,317
843,600
352,500
665,879
1,884,420
642,448
1,104,806
718,338
1,776,984
1,801,633
84,007

1,172,835
972,000
446,180

108,807,852
2,169,598

0
2,169,598

0

25,375
25,373

2
25,375
-25,375

2,144,223
371,200
1,773,023

292,137,094
293,910,117

0
-71,080
7,200
13,345
354,000
6,000
4,349

427,934
14,040
84,378
318,118
-4,812
435,381
14,626
-474
0

-72,158
8,888,430
-8,186,170

0
-8,186,170

0

-25,375
-25,373

-2
-25,375
25,375

-8,160,795
-215,900
-7,944,895
1,773,023
-6,171,872

16,560,900
16,560,900
-16,560,900
-16,560,900

0
0
0

0
0
0

287,738,245

16,913,000
16,913,000
-16,913,000
-16,913,000

0
0
0

0
0
0

293,910,117

-352,100
-352,100
352,100
352,110

0
0
0

0
0
0

-6,171,872

評 価 損 益 等 計
当 期 経 常 増 減 額

経 常 費 用 計
評価損益等調整前当期経常増減額

（1）

（2）

税引前当期一般正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期一般正味財産増減額
一 般 正 味 財 産 期 首 残 高
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

当期指定正味財産増減額

当 期 基 金 増 減 額
基 金 期 首 残 高
基 金 期 末 残 高

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高
指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

III

IV

II　指定正味財産増減の部

基金増減の部

正味財産期末残高

2.経常外増減の部

経常外収益計
経常外収益

経常外費用



重要な会計方針１．

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（１）固定資産の減価償却について
建物、建物付属設備、ソフトウェアについては定額法、その他の減価償却資産については定率法により
償却している。　　

（２）消費税の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式によっている。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

前 期 末 残 高

当 期 末 残 高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産

基本財産

定期預金

定期預金 5,000,000  0  (5,000,000) 0

5,000,000  0

 0

 0

 0
 0

 (5,000,000) 0

0

0

0
0

特定資産

特定資産

什器備品購入積立預金

什器備品購入積立預金 3,559,000

17,526,351

21,085,351
26,085,351

(3,559,000)

(17,526,351)

(21,085,351)
(26,085,351)

建物減価償却引当預金

建物減価償却引当預金

27,144,641

30,703,641
 0  (9,618,290)  26,085,35135,703,641
 0  21,085,351 (9,618,290)
 0  (9,618,290)  17,526,351

3,559,000  0  0  3,559,000

5,000,000 0  0  5,000,000
5,000,000 0  0  5,000,000

当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

小 　 　 計 

小 　 　 計 

合 計

小 　 　 計 

小 　 　 計 
合 計

科 目

科 目

（単位：円）

（単位：円）

財務諸表に対する注記



科         目 取  得  価  額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

建物

建物付属設備

構築物

什器備品 4,045,378  3,652,167  393,211

ソフトウェア 5,002,400  4,277,900  724,500

137,067,581  71,298,691  65,768,890

200,000  199,999  1

9,404,749  4,730,992  4,673,757

118,415,054  58,437,633  59,977,421

合 計

附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細
       基本財産及び特定資産の明細については、「財務諸表に対する注記」の
       「２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」に記載の通りである。

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）





○～○

29～30

13

29～30

12～13

12～13

12～13

12～1322,25

○～○

○,○
○

○,○
○

（その1）



○～○

他

の

そ

（その2）



正味財産増減予算書
平成 3 1 年度  収支予算

自 平成31年4月1日～至 令和2年3月31日

経常増減の部

経常収益（１）

経常費用（2）

基本財産運用収益

　基本財産受取利息

受取会費

　一般受取会費

　部会受取会費

事業収益

　研修事業収益

　部会事業収益

　支部等事業収益

　広告収益

　簡易保険取扱手数料収益

　東京都中小企業共済手数料収益

　特別団体保険収益

　厚生事業委託収益

　会館賃貸収益

　複写機事業取扱手数料収益

　通信回線代行収益

　E T C取扱手数料収益

受取補助金

　全法連受取助成金

　東法連受取助成金

受取負担金

　受取負担金

業務委託収益

　業務委託収益

雑収益

　損保協力謝金

　受取利息

　雑収益

0

0

0

19,100,000

0

0

2,540,000

0

0

0

0

0

0

0

0

15,840,700

0

230,000

0

0

0

0

37,710,700

17,964,300

3,215,400

17,240,000

500,000

0

80,000

0

0

0

0

0

0

0

340,000

800,000

300,000

1,200,000

3,140,000

1,600,000

100,000

600,000

0

0

1,950,000

0

200,000

0

0

10,230,000

2,904,100

519,800

2,500,000

50,000

60,000

0

1,000

53,000,000

2,064,000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,100,000

1,550,000

1,900,000

450,000

0

8,000

3,100,000

63,173,000

4,831,600

864,800

7,400,000

560,000

1,720,000

260,000

1,000

53,000,000

2,064,000

19,100,000

0

0

2,540,000

340,000

800,000

300,000

1,200,000

3,140,000

1,600,000

100,000

600,000

16,940,700

1,550,000

4,080,000

450,000

200,000

8,000

3,100,000

111,113,700

25,700,000

4,600,000

27,140,000

1,110,000

1,780,000

340,000

　給料手当

　福利厚生費

　会議費

　渉外費

　表彰費

　研修費

１．

経 常 収 益 計

従事比率

従事比率

Ⅰ　一般正味財産増減の部



13,830,000

629,100

240,000

1,223,250

3,355,200

664,050

2,097,000

4,400,000

1,118,400

1,118,400

545,220

650,000

0

0

1,328,100

299,200

40,000

485,000

0

0

100,000

0

1,118,400

1,700,000

0

0

73,941,020

△36,230,320

36,230,320

0

101,700

0

197,750

542,400

107,350

339,000

200,000

180,800

180,800

88,140

0

0

0

214,700

542,300

0

0

180,000

60,000

0

0

180,800

0

300,000

0

9,449,640

780,360

△780,360

0

169,200

330,000

329,000

902,400

178,600

564,000

1,200,000

300,800

300,800

146,640

10,000

972,000

10,000

347,200

8,500

45,000

150,000

1,000,000

300,000

0

800,000

300,800

200,000

420,000

450,000

25,071,340

38,101,660

△38,101,660

13,830,000

900,000

570,000

1,750,000

4,800,000

950,000

3,000,000

5,800,000

1,600,000

1,600,000

780,000

660,000

972,000

10,000

1,890,000

850,000

85,000

635,000

1,180,000

360,000

100,000

800,000

1,600,000

1,900,000

720,000

450,000

108,462,000

2,651,700

150,000

△150,000

150,000

△2,651,700

2,501,700

287,738,245

290,239,945

0

0

0

290,239,945

　旅費交通費

　旅費交通費（共通費）

　通信運搬費

　通信運搬費（共通費）

　減価償却費

　消耗品費

　修繕費

　印刷製本費

　水道光熱費

　リース料

　保険料

　諸謝金

　顧問料

　租税公課

　租税公課(固定資産税など） 

　租税公課(消費税）

　新聞図書費

　広告宣伝費

　支払手数料

　諸会費

　支払寄付金

　支払利息

　賃借料

　委託費

　慶弔費

　雑費

経常外費用計

当期経常外増減額

租税公課（法人税など）

他会計振替額

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

経 常 費 用 計

当 期 経 常 増 減 額

２．経常外増減の部

指定正味財産増減の部

正味財産期末残高

従事比率

従事比率

従事比率

従事比率

従事比率

従事比率

従事比率

従事比率

従事比率

収入割合

従事比率

III

II


